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第 5 章では、第 4 章までの処理を、無形資産になりうる支出の具体例である、ブランド
支出、特にトヨタ自動車のレクサスブランド生成のための支出を例に、当てはめている。























第３章  無形資産の当初認識、測定 
第１節   無形資産の定義、その構成範囲 
第２節   無形資産の評価アプローチ 























第１節   ブランド支出とは 
第２節   ブランド支出の当初測定 









































































































































































                                                   


















































































































号「研究開発活動の会計」から 2004 年に公表された改訂 IAS38 号「無形資産」まで４回
の変遷を経て、IAS9 号の段階から研究開発の将来便益の不確実性の程度に応じて、研究
局面と開発局面とに分け、処理も分けるスタンスをとっている。 
まず、IAS38 号 8 項によれば、研究とは、新しい科学的または技術的な知識と理解を得







IAS38 号 54 項では、研究による支出から生じた無形資産は認識せず、支出は発生時に
費用として認識することが求められる。これは、研究のもたらす将来便益の不確実性が高
いと判断しているためである。 
一方、IAS38 号 8 項によれば、開発とは、事業上の生産または使用の開始以前における、
新しいまたは大幅に改良された材料、装置、製品、工程、システムまたはサービスによる
生産のための計画または設計の研究成果または他の知識の応用をいうとされている。





 事業上生産を行うには十分な採算性のない規模の実験工場の設計、建設および操業  
 新規のまたは改良された材料、装置、製品、工程、システムまたはサービスに関し
て選択した代替的手法等についての設計、建設およびテスト 
そして、IAS38 号 57 項において、開発による支出から生じた無形資産は、次の全てを
立証できる場合に認識が認められる。これは、開発が将来の経済的便益を創出する可能性
が高いと考えられているためである。 



















































                                                   
5 Branch(1974) 
6 Boone and Raman(2000) 
7 Loudder and Behn（1995） 




























                                                   
9 証券取引による買い呼び値と売り呼び値の差  























































































                                                   

























































































































































第 4 章では、無形資産になりうる支出を資産計上した後の処理について考察してゆく。 
 
第 1 節 無形資産の公正価値や使用価値による評価 


































































































































号、IFRS3 号）や全部のれんの認識（FAS141 号、FAS160 号、IFRS3 号）、コア預金無形資産






































ら生じると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値をいい（IAS36 号 6 項）、原則
として、当該資産の現状における最善の使用について、企業自身の見方に従って算定した













IASB・FASB 収益認識プロジェクトは 2002 年に IASB と FASB による共同プロジェク
トとして開始され、当初は、理論的に優れたものとして、資産負債を公正価値で測定した















































































































































































































































償却が合理的であるとされている（会計制度委員会報告第 12 号第 21 項）29。 
次に、IFRS の考え方を見てゆく。IFRS では、IAS38 号 88 項において、無形資産の耐
用年数が確定できるか又は確定できないかを査定するとされている。そして、耐用年数が
確定できない無形資産は減価償却を行わず、その代わり、毎年１回、減損の兆候がある場
合はその都度、減損テストが行われる。また、IAS38 号 90 項において、耐用年数を決定
するにあたっては、耐用年数を判断するために、考慮すべき要因が次のように詳細に列挙
されている。 















                                                   
28 企業会計基準委員会 「無形資産に関する論点の整理」 










































































































































































































トヨタの将来の見込みに基づき判断することとなる。その際に、第 2 章第 2 節第 1 項で示



























多尐の違いはあるが、初代が 1989 年から 1997 年、2 代目が 1998 年から 2005 年、3 代目
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